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ロジスティック回帰分析による登録DMO の KPI 達成要因 

―財源構造・支出配分・組織属性からの実証分析― 

市川昌史 

開志専門職大学 

 

要約：本研究は、観光地域づくり法人（DMO）322法人の形成・確立計画書データを基に、財源構造・支出配分・組織属

性と KPI（業績評価指標）達成の関係性を二項ロジスティック回帰分析で検証した。結果は、①宿泊者数の達成は自主

事業収入の比率が有意に正で、プロモーション支出に弱い正の傾向、②旅行消費額の達成は公益目的事業収入比率が有

意に負、地域コンテンツ・環境整備支出が正方向の示唆、③組織規模・年数の直接効果は小さいことが明らかになった。

一方で、満足度・リピーター率はといったKPI（成果指標）は内部要因の効果は限定的であった。 

 

キーワード：DMO、観光地経営、財源構造、KPI設定、ロジスティック回帰 

 

 

 

１．はじめに 

（１）研究の背景と目的 

① 研究の背景 

近年、観光地域づくり法人（DMO）は観光振興の地域の

司令塔として急速に増加し、2025年 6月時点で登録団体

数は322に達している。DMOには、旅行消費額や延べ宿泊

者数、来訪者満足度、リピーター率といった成果指標（KPI）

の達成が求められ、科学的データに基づく観光地経営の

推進が期待されている。一方で、全国調査では DMO の 8

割以上が「人材の確保・育成」および「予算・財源」を、

5割以上が「マーケティング・DX」を課題として挙げ(観

光庁,2024)、とりわけ収入の公的資金依存が強く、自主財

源の確保が大きなボトルネックとなっている（観光庁，

2021）。実際、登録DMOの総収入の約56%が補助金・交付

金・負担金等の公的資金に依存し（観光庁,2022）、単年度

主義の下で中長期投資の設計が難しいという構造的問題

が顕在化している(市川,2023)。 

これらの課題に対し、観光庁は DMO に対し財源の多様

化とデータに基づくマネジメントの徹底を強く要請して

いる。観光庁は2025年4月に「KGI・KPI計測に係る手引

書」を公表し、KGI（旅行消費額・経済波及効果）と、KPI

（延べ宿泊者数、来訪者満足度、住民満足度、観光事業者

の平均給与額等）の体系を明確化した(観光庁,2025)。 

さらに同年 3 月改正の登録制度ガイドラインは、更新

登録においてKGI・KPIを含む全指標の継続的な収集・分

析・評価と、結果に基づく計画の見直しを必須化し、安定

財源確保率のモニタリングも明記している（観光

庁,2025）。 

 

② 研究の目的 

このような背景を踏まえ、本研究は、DMOの財務構造・

支出配分・組織属性という管理可能な内部要因に分析の

焦点を絞ることで、KGI/KPI制度の実装を支える検証可能

な研究プログラムへの接続を試みるとともに、限られた

資源下での効果的な資源配分に関する実務的示唆を提示

することを目的とする。具体的には、DMOの財務的・組織

的特徴が KPI 達成に与える影響を実証的に検証し、実務

および政策の意思決定に資する根拠を提示する。主要KPI

のうち量的成果として政策上重視される延べ宿泊者数目

標の達成および旅行消費額目標の達成に焦点を当て、こ

れらを達成（二値）アウトカムとして扱う。説明要因とし

ては、収入構成（公的依存財源・公益目的事業収入・自主

事業収入）、支出配分（マーケティング／プロモーション、

地域コンテンツ整備、人材育成・CRM、管理運営費等）、お

よび組織属性（設立年数、職員数、正規・出向比率）とい

った内部要因を取り上げる。分析には、既報の探索的重

回帰の知見を踏まえつつ、ブロック逐次投入法によるロ

ジスティック回帰を用いて KPI 達成確率への関係を推定

する。これにより、(1)財源構造と支出配分が成果達成に

及ぼす影響の識別、(2)限定的な内部資源の下で実務的に

意味のある戦略的投資配分の示唆の提供、(3)政策が求め

る財源多様化×科学的マネジメントの実装に対する実証

的根拠の提供を目指す。 

 

２．先行研究と本研究の位置づけ 

DMOの機能は多岐にわたり、従来の外部デスティネーシ

ョン・マーケティング（EMD）に留まらず、観光客の経験

の質を確保するための危機管理や人的資源開発、観光客
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対応、金融・資源管理などを含む内部デスティネーショ

ン開発（IDD）の機能も担うべきだとされている(Arbogast, 

& Maumbe,2017)。DMOの活動は、観光客誘致（EDM）だけで

なく、「地域住民の生活の質（の維持または向上）」という

公益性も追求する非営利団体であるため、行政（地方自

治体）の目的とも合致するとされる。このため、DMOは観

光客と地域住民の双方に利益をもたらす二重のマネジメ

ントを担う必要がある。 

これらのことから、近年の DMO 研究においても、単に

観光客数を増やすという「量」の追求から、「質」と「持

続可能性」を重視する観光地マネジメントへという機能

に焦点が移ってきている。 

 

（１）DMOの持続的運営をめぐる構造的課題に関する研究 

DMOが観光地経営の舵取り役を果たす上で、その持続可

能な運営を阻む「財源」と「人材」の課題は、研究者およ

び政策当局から一貫して指摘されている二大課題である。 

 

①財務構造と公的資金依存の課題 

日本の登録 DMO の収入構造は、公的資金（補助金・交

付金・負担金等）への依存度が高いことが最大の特徴で

あり、観光庁の調査では総収入の約56%を占めている（観

光庁,2022）。この構造は、行政予算が単年度主義であるた

め、DMOが中長期的な戦略に基づく観光地開発や投資設計

を行うことを困難にしており、2024年の観光庁の調査で

は約 4割の DMOが「中長期の財源確保に関する方針の立

て方がわからない」と回答している。また、補助金依存が

強まると、DMOの意思決定が行政の意向に強く反映され、

自主性や機動性が損なわれるリスクも指摘されている

(塩見,2021、観光庁,2022)。これら課題に対し、DMOの自

主財源の確保（収益事業、会費、特定財源等）が不可欠で

あるとされ、DMOの収入構成を分析し、持続可能性との関

連を類型化する研究が進められている。例えば、塩見

（2021）は自主財源比率に応じて「事業運営型」「バラン

ス型」「行政依存型」にDMOを分類し、特に株式会社形態

の DMO が自主財源の獲得に優れる傾向があると示した。

また、佐々木ら（2021）は、設立初期のDMOを「行政資金

型」「バランス型」「自主事業型」などに分類し、財源の安

定性・多様性の確保のためには「自主事業型」や「バラン

ス型」への移行の必要性があるとしている。 

 

②組織属性と専門人材の課題 

DMOの組織的課題は、主に専門人材の不足と、組織ガバ

ナンスにおける責任の曖昧さに集約される。多くの DMO

では、行政からの出向職員が中心となっており、専門的

なスキルの蓄積や人脈の継承が難しく、組織としての専

門性維持・向上に課題を抱え、約 4割の DMOが「人材の

配置・採用・育成に関する方針の立て方がわからない」と

回答している実態がある（観光庁,2024）。 

さらに、DMO の多くが公的資金を基盤とする第 3 セク

ター経営の形態をとるため、組織の存続が前提とされ、

個人や組織の成長・発展に向けたインセンティブが働き

にくいという問題がある。行政とのヒエラルキー意識や

役割分担の不明確さから生じる構造的な責任の曖昧さが、

DMO がプロ集団としての自主性やイノベーションを発揮

することを阻害する第 3 セクター経営特有の課題も指摘

されている（高橋ら,2023）。 

 

（２）KPIと内部資源配分に関する実証研究の課題 

観光地経営の成果を客観的に評価する仕組みとして、

観光庁はDMOに対し、KPI（重要業績評価指標）の設定と

計測を必須要件としてきた。初期の「必須 KPI」は、「旅

行消費額」「延べ宿泊者数」「来訪者満足度」「リピーター

率」の4項目であった。 

近年、政策の方向性は持続可能な観光（サステナブル・

ツーリズム）へと転換しており、2025年 4月からの新し

い KPI体系では、最終目標である KGIとして「旅行消費

額」に加え「経済波及効果」を明確に位置づけている。ま

た、KPIは従来の量的指標に加え、「持続可能な観光に対

する住民満足度」や「観光事業者の平均給与額」といった、

観光の質や地域社会への裨益を測るマネジメント視点の

指標が必須化された。これは、観光地経営が経済的成果

の最大化と社会的持続性のバランスを両立させることを

強く求めていることを示している。 

しかし、従来の定量的研究は、この KPI 体系の有効性

に懐疑的な知見を示している。市川（2023）は、現行の「必

須 KPI」（旅行消費額、延べ宿泊者数、来訪者満足度、リ

ピーター率）の達成率が、DMOの持続可能性の代理変数で

ある収益性（純利益率）有意な関係性を持たないことを

重回帰分析により実証した。この結果は、画一的に設定

された既存の KPI 指標だけでは、DMO の実際の経営健全

性や成果達成を測る上で不十分であることを示唆してお

り、より詳細な収支構造や組織属性といった管理可能な

内部要因を組み込んだ、複雑な評価モデルの構築が必要

であると提言している。 

 

（３）観光満足度とリピーターに関する研究 

観光満足度とリピーターに関する研究では、一般に観

光客の満足度が高いほどリピーター（再訪意向）が増え

ることが確認されており、満足度はリピート訪問の主要

な決定要因とされる（石田ら，2015）。さらにこの満足度

は宿泊・飲食・観光施設・交通・情報提供など目的地での

体験要素に規定される。例えば山口市を対象とした研究

では、交通利便性や施設充実度などが総合満足度を統計
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的に説明し、その寄与率は約72%に達している（福井，

2023）。こうした知見から、満足度は現地での観光サービ

スや体験の質に左右され、DMOの財源配分や人員構成との

関係は限定的である可能性が高いと考えられる。 

 

（４）本研究の位置づけ 

先行研究により、DMOの持続的運営には自主財源の確

保や専門人材の重要性が論じられてきたが、これらの内

部要因が具体的な量的成果（延べ宿泊者数、旅行消費額）

費用対効果や効率的な資源配分に関する実務的な示唆も

不足している。そこで、本研究では先行研究で指摘された

DMOの構造的課題（財源の公的依存、人材不足）と、KPI

の評価モデルの限界という二つの論点を接続し、KPI達成

を規定する内部要因を実証的に解明することを目指す。 

これらのことから、本研究は、以下の点において先行研

究に貢献するものである。 

第一に、分析の焦点として、DMOの財務構造（収入構成）

と組織属性（職員数、正規・出向比率）という管理可能な

内部要因に加え、定量的な分析が特に不足していた支出

配分（マーケティング/プロモーション、地域コンテンツ

整備、人材育成・CRM、管理運営費）を説明変数に取り入

れる。これにより、DMOの限られた資源が、どの機能（支

出）に配分された場合に成果達成に有効かを特定し、実

務的な意思決定に資する根拠を提示する。 

 

図表１ 抽出したデータ及びカテゴリのまとめ方 
第二に、政策上重要視される量的KPIである延べ宿泊者

数目標の達成および旅行消費額目標の達成を二値アウト

カムとし、ブロック逐次投入によるロジスティック回帰

を用いて、これらの目標達成確率と内部要因との関係を

推定する。これにより、KPI達成の是非に与える財源構造

や支出配分の影響度を識別し、単なる線形相関分析にと

どまっていた従来の探索的研究を深化させる。 

第三に、本研究は、政策が求める財源多様化とデータに

基づくマネジメントの徹底という要請に対し、DMOの内部

管理要因と成果達成のメカニズムを定量的に結びつける

ことで、KGI/KPI制度の実装を支援する検証可能な科学的

根拠を提供する。 

 

３．研究内容  

（１）DMO内部要因とKPI成果の関係分析 

①分析方法と使用データ 

本分析では、全が観光庁に提出し公表している「登録観

光地域づくり法人（DMO）の形成・確立計画」の中から、

2025年8月時点で最新でありデータが出揃っていた2023

年データの必須KPI4つの目標と実績、組織属性、収支項

目、支出項目データ322組織分を収集し対象としている。

その中から、属性や目的に応じて独自にカテゴリ化し、



日本ホスピタリティ観光学会 学術論文集 第 1 号（2026） 

 

 
12 

不備や未記載、統計的に使えないサンプルクレンジング 

 

 

をした上で、最終的に有効であった218件をサンプルとし

た（図表１参照）。それらを基に財源構造・支出配分・組

織属性といった内部要因が、旅行消費額と宿泊者数の目

標達成、来訪者満足度、リピーター率というKPIの成果に

どのように関係するのかを検証した。 

本研究の初期段階では、KPI を連続値（達成率や得点）

として重回帰分析を試みた。しかし、①達成率の分布が

歪で外れ値の影響が大きいこと、②KPI には 0〜100％の

上下限があり直線関係の仮定が崩れやすいこと、③実務

上の意思決定は最終的に「目標を達成したか否か」に基

づくため連続値の精緻な予測が直接的な判断には結びつ

かないことの三点から、統計的妥当性と実務解釈の明瞭

性に課題が残ると判断した。 

そこで、意思決定単位に整合させるため KPI を二値化

し、二項ロジスティック回帰へ移行した。具体的には、旅

行消費額および宿泊者数は達成率が 1（=100％）以上を 

1、未満を 0 と定義した。来訪者満足度およびリピータ

ー率については、DMO 間で調査設計や尺度が異なること

を踏まえ、分布に依存しない相対基準として上位四分位

点（P75）以上を 1、未満を 0 とした。この仕様により、

外れ値の影響を抑制しつつ、「到達（1）／未達（0）」とい

う政策判断に直結する目的変数を直接説明できる。モデ

ルの適合度と予測力は、対数尤度（−2LL）とオムニバス検

定によるモデル全体の有意性、Hosmer–Lem show 検定に

よる当てはまり、Cox–Snell／Nagelkerke の擬似 R²によ

る説明力、分類表（正解率）による判別性能により総合的

に評価した。 

 

②変数設定 

説明変数は、（A）財源構造、（B）支出配分、（C）組織属

性の三群で構成する。 

 

図表２ 変数設定の詳細 

A：財源構造（総収入に占める構成比） 

①公的依存財源（国・県・市町村等の補助・負担金）、②

公益目的事業収入（委託・受託・指定管理等）、③自主事

業収入（広告・販売・会費等）に統合。この整理により学

術的には財源の安定性と自立性の差異が KPI に与える影

響を検証でき、かつ元の細目が多いことによる多重共線

性を緩和できる。 

B：支出配分（総支出に占める構成比） 

①マーケティング・プロモーション、②地域コンテン

ツ・環境整備、③人材育成・CRM、④管理運営費（販管費）

に整理。需要創出や受入基盤強化、能力形成、間接費など

機能的役割を切り分けた設計である。 

C：組織属性 

①設立年数、②職員数、③正規職員比率④出向職員比

率を用いた。 

なお、雇用構成や費目構成のように合計が100％となる

合成データは、そのまま全項目を同時に投入すると完全

共線性が生じるため、各構成群で一つの基準カテゴリー

を除外して投入した。具体例としては、雇用構成では非

正規を基準とした。 

モデル設計は、理論仮説「財源（どう資金を調達する

か）」→支出を配分するか）→組織（人の配置や体制をど

う整えるか）」の順にKPIへの影響と実務可読性を重視し、

ブロック逐次投入法を採用した。すなわち、第一段階の

モデル（M1）では財源のみを、第二段階（M2）ではM1に

支出を加え、第三段階（M3）ではM2に組織属性を加えた。

各段階で適合度や主要係数の変化を比較し、ブロック追

加の増分効果を評価した。再現性が低くサンプル依存性

の強いステップワイズ法は採用せず、変数選択は必要最

小限にとどめた。また、推定過程において、人材育成・CRM

が準完全分離を示唆する挙動を見せたため当該変数は除 

外して再測定を行っている。 

 

③分析結果 

本節では、目的変数を「KPIを達成した＝1／未達＝0」 

に二値化したロジスティック回帰の結果を、旅行消費額

と宿泊者数を中心に述べる。数値は係数の向き（＋／−）

よりも、現場での解釈に直結するオッズ比 Exp(B) と p 

値を重視して記す。なお、いずれのモデルも単年度・横断

の分析であり、外部環境や時間差効果は含まれていない
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点に留意されたい。 

 

（１）旅行消費額の達成要因（代表：M3＝財源＋支出＋組

織） 

主要な結果として、公益目的事業収入の比率は負の影

響（B=−1.805、p=0.048、オッズ比=0.165）。委託・受託・

指定管理などの比重が高い DMO ほど、旅行消費額の「目

標達成=1」になりにくい傾向が示された。 

地域コンテンツ・環境整備支出の比率は正の影響を示

し（B=0.660、p=0.0345、オッズ比=1.934）、受入環境・コ

ンテンツ整備に相対的に資源を配分する DMO ほど、消費

額目標を達成しやすい可能性が示唆された（ただし信頼

区間が広く、効果の不確実性は大きい）。 

モデル全体の適合は擬似R²（Cox–Snell/Nagelkerke）

は概ね 0.03〜0.04 と小さく、「内部配分だけで消費額達

成のすべては説明できない」ことを示す。一方、Hosmer–

Lem show検定は非有意（=校正は大崩れしていない）で、

「方向性の手掛かり」を与えるには十分といえる。 

自主事業収入比率やマーケティング・プロモーション

支出、管理運営費、組織属性（設立年数・職員数・雇用構

成）は、本モデルでは有意ではなかった（p>0.10）。旅行

者の現地支出を押し上げるには、委託・受託型の収入に

過度に依存するより、独自の現地コンテンツや環境改善

に資源を厚く配分することが成果を上げる可能性がある。

前者は受託業務の遂行に資源が拘束されやすく、可処分

の裁量資源が縮み、需要創出や単価向上につながる現地

の価値づくりへの投資が手薄になるという解釈に繋がる。 

 

図表３ 旅行消費額数目標達成に対する DMO 内部要因の

ロジスティック回帰分析結果（代表モデル：M3） 

†=10％有意 *=5％有意 

 

（２）宿泊者数の達成要因（代表：M3＝財源＋支出＋組織） 

自主事業収入において係数は正、Exp(B)=6.34，p=0.027。

会費・広告・販売などの自前の収益源が厚い DMO ほど、

宿泊者目標を達成しやすく、他条件が同じなら、自主事

業収入の比率が高い DMOは宿泊者目標を約 6.3倍達成し

やすいことが見て取れる。会費・広告・販売等の裁量度が

高い収入は、販路開拓や商品造成への機動的な再投資を

可能にし、宿泊需要の創出に結び付くと解釈できる。 

マーケティング・プロモーション支出は弱い有意傾向

（B=1.267、p=0.08、オッズ比=3.55）を示しており、対外

プロモーションの厚みが宿泊者の獲得に寄与する可能性

を示している。これら以外では有意性は見られなく、方

向性としては、公的依存は弱いマイナス、地域整備と管

理はプラスだが、統計的な確証は得られていない。モデ

ル全体では、擬似R²はCox–Snellで約0.065、Nagelkerke

で約 0.086、分類正解率はおおむね 61％前後。消費額モ

デルよりは説明力がやや高いが、「説明力は中程度」であ

った。財源の自立性（自主財源の拡充）を暑くし、その裁

量で対外プロモーションと現地の価値磨きをつくること

が宿泊実績の目標到達に相対的に効果的である。組織規

模や雇用構成そのものは直接の決め手ではなく、どこか

ら資金を得て、どこに使うかの設計がより重要である。 

 

図表４ 宿泊者数目標達成に対する DMO 内部要因のロジ

スティック回帰分析結果（代表モデル：M3） 

†=10％有意 *=5％有意 

 

ここまでのブロック投入による全体像をまとめると、

M1（財源のみ）ではいずれの KPI も説明力が低く、財源

単体では成果を捉えにくい。M2（＋支出）で宿泊者数モデ

ルの適合がやや改善し、「資金の使い方」が達成確率と結

び付く兆しが現れる。M3（＋組織）で係数の向きは理屈と

整合しつつも、組織変数は有意に至らない。内部要因だ

けでは限界があり、外部条件と時間差を取り込む必要が

あると言える。 

 

（３）来訪者満足度とリピーター率の達成要因 

来訪者満足度とリピーター率については、M1（財源の

み）→M2（＋支出）→M3（＋組織）と段階的に投入しても、

いずれのモデルでも説明変数の有意係数は確認できなか

った（満足度：Cox–Snell R²=0.006–0.024、Nagelkerke 

R²=0.009–0.036、H–L検定は概ね許容的、分類正解率は約

74–75％だが「高満足=1」が少数のため過大評価に注意が

必要）。リピーター率：Cox–Snell R²=0.015/0.031/0.039、

Nagelkerke 、R²=0.022/0.046/0.057、H–L検定はM2で良

好（p=0.91）だがM1・M3は不適合寄り、分類正解率は約
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74％、係数はいずれもp>0.10）。 

この結果は、両 KPIが DMOの内部要因（財源構造・支

出配分・組織属性）よりも、現地体験の質や価格・混雑・

交通アクセス・天候・イベント要素、さらに再訪では前回

来訪時の体験満足や距離・嗜好・競合地の魅力、ポイント

制度・会員施策などといった外部・需要側の要因に強く

左右されることを裏付けている。すなわち、内部配分や

組織の最適化だけで両 KPI を直接大きく動かすのは難し

く、DMO は外部ステークホルダーを束ねて機能すること

が、満足度と再訪の面での実効的な改善に結びつくこと

を示している。 

 

４．DMO内部要因とKPI成果の関係について 

本研究は、DMOの「中でコントロールできること（財源

構造・支出配分・組織属性）」が主要KPIの達成にどう関

わるかを、二値化KPI×ロジスティック回帰で検証した。

得られた含意は次の三点に要約できる。 

第一に、延べ宿泊者数の達成は市場向きの稼ぐ力と結

びつく。代表モデル（M3）では、自主事業収入の構成比が

有意に正であり、マーケティング／プロモーション支出

も弱い正の傾向を示した。端的に言えば、広告・販売・会

費等の独自収入を持ち、対外的な誘客活動にきちんと投

資できる DMO ほど宿泊目標を達成しやすい。これは、補

助や受託に依らず自前でキャンペーンや商品造成を回せ

る柔軟性が、繁忙期・閑散期の需給調整や企画のスピー

ドに効く、という現場感覚とも整合的である。 

第二に、旅行消費額の達成に関しては、委託・受託中心

の公益目的事業収入の比率が有意に負であった一方、地

域コンテンツ・環境整備への支出は正方向の示唆を与え

た（弱いが一貫して正）。大きな示唆は「消費の底上げに

は誰に向けて何を売るかを磨くことが効く」という点で

ある。委託依存が強いと、短期の事業消化が優先され、来

訪者の単価を押し上げる商品の磨き込み（体験の高度化、

価格設計、販売チャネルのマネジメント）に資源が回り

にくい可能性がある。逆に、地域資源の編集・整備に投資

し、販売導線まで設計できれば、消費単価の押し上げに

つながる。 

第三に、組織属性（設立年数・職員数・雇用構成）は、

いずれの KPI でも直接効果は小さかった。すなわち「人

の多寡」や「設立の古さ」それ自体よりも、限られた人員

を「どこに・どう配分するか」というマネジメントが成果

を左右する。 

DMOにとっては、①補助・受託に偏らない収入ポートフ

ォリオの構築、②マーケティングとコンテンツ投資に重

点を置いた配分、③意思決定の迅速化（外部パートナー

と一体で市場に打ち出す）が、宿泊・消費の主要 KPI を

押し上げるための現実的な打ち手となる。来訪者満足度・

リピーター率については、内部要因の有意効果は確認で

きなかった。これは、サービス品質・価格・混雑・アクセ

ス・天候といった現地体験側の要因が支配的で、DMO内部

だけでは直接のコントロール余地が小さいことを示して

いる。したがって、満足／再訪は、事業者との品質改善、

混雑マネジメント、回遊・再訪導線、CRM（会員・ポイン

ト）など、外部主体を束ねた「顧客体験設計」の領域とし

て戦略的に扱うべきであることを意味する。 

 

５．研究の課題と今後の方向性  

本研究にはいくつかの限界がある。①横断データであ

るため因果方向の確定には限界がある（例：達成できる

DMOほど自主収入を増やせた可能性）。②二値化（宿泊・

消費は目標達成/未達、満足・再訪はP75基準）により解

釈は分かりやすくなる一方、閾値近傍の情報を捨ててい

る。③未観測要因（イベント、天候、運賃、競合地の動向、

事業者の価格戦略などの外部要因）をコントロールでき

ていない。④費目・雇用は合成データ（和が 100%）であ

り、基準カテゴリーを除外しているが、理想的には組成

データ分析（Dirichlet/ロジ比変換）を適用したい。⑤サ

ンプルは220前後で、微弱効果の検出力は限定的である。 

今後は、(a) パネル化して時系列差分や固定効果で因

果性を補強、(b) 外部データ統合（位置情報・決済・OTA

口コミ・気象・運賃）で需要側要因をコントロール、(c) 

媒介分析で「財源→支出→KPI」の伝達経路を定量化、(d) 

異質性分析（都市型/温泉型/離島等）、(e) 感度分析（閾

値を0.9/1.1、満足・再訪はP70/P80でも確認）、(f) 正

則化回帰や交差検証による予測性能の向上、などを進め

たい。満足度/リピーター率といった成果指標については、

事業者側のサービス品質指標と DMOの CRM施策をリンク

させた分析が有効である。 

 

６．まとめ  

本研究は、DMOの内部構造がKPI達成に与える影響を、

段階的ロジスティック回帰で検証した。主要な知見は、

(1) 宿泊者数の達成は自主事業収入の高さおよびマーケ

ティング投資（弱いが一貫した正）と結びつく、(2) 旅

行消費額の達成は委託・受託中心の収入構成にマイナス

影響を受ける一方、地域コンテンツ整備の投資がプラス

に働く、(3) 組織規模や年数の直接効果は小さく、資源

をどこに配分するかというマネジメントが鍵となる、(4) 

満足度・リピートは内部要因だけでは動かしにくく、現

地体験の品質設計とCRMが要、の4点である。 

政策・実務面では、収入ポートフォリオの多様化（自主

収入の拡大）、マーケティングとコンテンツへの重点配分、

外部主体を束ねた顧客体験設計という三つの方向が、限

られた資源の中で KPI を押し上げる現実的な処方箋とな
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る。 

DMOは「補助金を執行する組織」から、地域全体の観光

体験や顧客接点をデザインする「地域観光のコーディネ

ーター」へと役割を拡張することが求められているなか

で、今後は、外部データ統合と因果推論の精緻化により、

より強固なエビデンスとして各地域の意思決定に資する

知見の蓄積を図っていきたい。 
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